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概　要

　本研究は複数の市場に直面する企業によって選択される振替価格が，企業の市場での戦略に

どのような影響を与えるかについて，数理モデルを用いて分析した。企業が複数の市場に直面

するとき，競合相手とそれぞれの市場で住み分けという現象が起こる場合がある。本研究は，

この現象が振替価格と結合原価によって引き起こされることを説明している。これまで，市場

の住み分けは消費者の特性など，市場の違いによって説明されてきたが，本研究は企業内部の

観点から市場の住み分けを説明している。

１　はじめに

　振替価格は，企業が資源の配分や部門業績管理のために用いる重要なツールである。たとえ

ば，事業部制業績管理を行なうパナソニックやゼネラルモーターズでは，部門業績を計算して

部門を効果的に管理するために，振替価格が必要不可欠である。部門業績を管理するとき，適

切な振替研究を設定できていれば，部門業績を正確に測定することができ，管理に役立てるこ

とができる。そのため，各企業は自身の置かれた特定的な状況での，最適な振替研究水準に興

味をもっていると考えられる。しかし，振替研究に関する情報を社外から得ることは難しく，

どのような振替研究を設定すればよいかが，実務における重要な問題の１つとなっている。

　このような実務的な問題を解決するために，振替価格研究においては経済学ベースの，数

理モデルを用いた研究が盛んに行なわれている。特に，伝統的ミクロ経済学を用いて分析を

行なったHirshleifer（1956）以降，多くの研究が数理モデルを用いた振替価格研究に取り組

んできた１）（Adbel-Khalik & Lusk 1974; Alles & Datar 1998; Anctil & Dutta 1999; Autrey & 
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Bova 2012; Baldenius 2000; Baldenius et al. 2004; Baldenius & Reichelstein 2006; Böckem & 

Schiller 2004; Dopuch & Drake 1964; Dürr & Göx 2011; Fjell & Foros 2008; Göx 2000; Göx & 

Schöndube 2004; Gresik & Osmundsen 2008; 濵村 2016, 2018; Hamamura 2018; Holmstrom & 

Tirole 1991; Johnson et al. 2016; Martini 2015; Matsui 2011, 2012, 2013; 松井 2013, 2016; 門田 

1971; Narayanan & Smith 2000; Pfeiffer 1999; Pfeiffer et al. 2011; Ronen & McKinney III 1970; 

坂 口 1981, 1982; Schiller 1999; Schjelderup & Søgard 1997; Shor & Chen 2008; 椎 葉 2003; 

Smith 2002など）。これらの研究の多くは最適な振替研究水準を求めるだけでなく，設定した

振替研究が企業の戦略や競争，社会厚生に与える影響を分析している（Autrey & Bova 2012; 

Matsu 2011; Narayanan & smith 2000など）。

　たとえば，Autrey and Bova（2012）は並行輸入企業が存在すると，多国籍企業が設定する

国際移転価格が限界費用を上回ることを示した。加えて，Autrey and Bova（2012）は独立企

業間の原則が，自国での税収を減少させることを示した。独立企業間の原則は，在外子会社に

製品を移転するときの国際移転価格を下げる効果をもち，並行輸入企業が在外子会社から製品

を購入する価格を下げる。そうすると，自国市場での競争が激しくなり，多国籍企業の自国で

の利益を下げることとなる。多国籍企業の自国での利益が下がれば，自国での税収は下がって

しまう。

　このように，振替価格研究では，企業の設定する最適な振替研究が市場などに影響を与える

ということが示されている。ほかに，Matsui（2011）は振替研究が限界費用を上回ると，社

会厚生に負の影響を与えるが，これは製品差別化の程度と市場に存在する企業の数に影響を受

けることを示している。本研究は，こういった過去の研究のように，振替研究の選択が市場に

与える影響を分析する。振替価格を設定することによる市場への影響は，過去の研究が取り組

んできたように，会計研究において注目されている。

　また，戦略的振替研究のうちいくつかの研究は，１つの企業が複数の市場に直面する場合を

想定している（Alles & Datar 1998; Autrey & Bova 2012など）。たとえば，Alles and Datar

（1998）は１つの企業が２つの製品市場に直面し，もう１つの企業と，２つの市場で競争に直

面していると仮定した。また，Autrey and Bova（2012）は自国市場と他国市場の存在を仮定

して分析を行なっている。実務において，このように１つの企業が複数の市場に直面すること

がしばしば見受けられる。たとえば日本では，東京の消費者と大阪の消費者は地理的理由や消

費者の性質の違いから，必ずしも同じ市場で取引を行なっているとはいえない。このことから，

企業が異なる市場に直面するという仮定は，実務においても観察されることがわかる。本研究

１） 数理モデルを用いた振替研究についてはGöx and Schiller（2007），濵村 （2017），椎葉（1998）といった文献

調査研究が詳しいため，こちらを参照されたい。

−74−



結合原価がある企業での振替価格が引き起こす市場の住み分け

でも，こういった過去の研究の流れと実務的な観点から，複数の市場の存在を仮定する。

　複数の市場が存在する場合，企業がそれぞれの市場に適応化した製品を製造することがあ 

る。たとえば，日清食品はカップうどんのどん兵衛を関西と関東で異なる味にしている。日清

食品は関西と関東の文化の違いなど，消費者の性質の違いから，それぞれの市場に合わせた製

品を製造している。このように，一見すると同一の製品でも，それぞれの市場に合わせて微妙

に異なる製品を製造し，販売することがある。

　日清食品の例を見ると，原価計算の観点からは結合原価が発生しているようにみえる。どん

兵衛の場合，パッケージは関西と関東でほぼ違いがないものの，出汁が異なるため，一部同じ

製造工程を経て製品が生産されている可能性がある。異なる製品が同一の製造工程をたどる場

合，結合原価が発生していると考えられる。つまり，複数の市場に直面する企業でかつ，市場

ごとに適応化してる企業は，結合原価に直面することがある。本研究では，この結合原価の存

在を仮定して分析を行なう。

　分析の結果，結合原価が存在すると，２つの市場間に相互依存関係が生まれ，企業が市場の

住み分けを行なう場合があるとわかった。市場の住み分けは，本研究において「非対称均衡が

起こっており，片方の最終製品市場のみで相手企業と比べて高い市場シェアを獲得している」

と定義している。結合原価の存在により，両方の市場で一度に製品を供給すると，結合原価が

ないときに比べてより多くの原価がかかる。その結果，これを嫌った両企業が，片方の市場に

のみ特化した戦略を選択する。そしてその際，振替研究はどちらの市場にコミットするかを示

すコミットメント・デバイスとして機能する。つまり，この結果の実現には，振替価格が重要

な役割を果たしている。

　このような市場の住み分けという現象は，これまで樫原（2006）のように市場科学分野で議

論されてきた。しかし，管理会計的な視点，つまり企業内の構造に起因する市場間の相互依存

関係が，市場の住み分けを引き起こすと本研究は示唆している。

　本研究はこのあと，３つの節からなる。まず，次の第２節では本研究で分析する基本モデル

を構築する。続いて，第３節ではベンチマーク・ケースを設定し，設定した基本モデルの分析

を行なう。最後に，第４節で本研究をむすぶ。また，証明はすべて補遺に記載する。

２　基本モデル

　市場に２つの企業が存在する。両企業とも，製品を製造して市場Ａに販売する事業部Ａと，

市場Ｂへの製品の販売のみを行なう事業部Ｂに分かれている。企業 の市場Ａでの販売

量 は事業部Ａの事業部長が，自部門の利益 を最大にするように決定する。また，市場Ｂ

での販売量 は事業部Ｂの事業部長が，自部門の利益 を最大にするように決定する。これ
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は，各部門が自部門の利益によって業績を評価されているためである。

　振替価格 は，本社が企業全体の利益 を最大にするように決定する。

本研究では振替価格は高い水準の振替価格 と，低い水準の振替価格 の２種類の振替価格

から本社が選択すると仮定する。一般的に，企業が選択する振替価格は連続だと考えられる。

しかし，具体的な水準よりも自社が選択した振替価格が，競争相手に比べて相対的に高いのか

低いのかが競争に影響を与える。つまり，競争に直面する企業には，競争相手の振替価格と比

較して自社の振替価格がどうなっているかが重要な問題となる。そのため，本研究では競合企

業同士の振替価格を相対的に高いか低いかを考えるために，選択できる振替価格が連続ではな

く２種類であると仮定する。

　また，意思決定の手番は

　1．企業１と企業２の本社のCEOが振替価格 を から選択する。

　2．企業１と企業２の事業部Ａの事業部長が販売量 を決定する。

　3．企業１と企業２の事業部Ｂの事業部長が販売量 を決定する。

である。さらに，各プレーヤーは自身の意思決定の時点までに選択されたすべての戦略変数を

自社，競争相手の選択した戦略変数に関わらず観察可能である。加えて，一度選択された戦略

変数は変更不可能である。つまり，第２段階において，事業部Ａの事業部長は，第１段階で 

決定された両企業の振替価格を観察した後に販売量 を決定する。また，第３段階において， 
事業部Ｂの事業部長は第１段階で決定された両企業の振替価格と，第２段階で決定された市場

Ａでの両企業の販売量を観察した後に意思決定を行なう。

　本研究では企業が直面する競争として，数量競争を仮定している。これは，本研究がプロダ

クト・ミックスの意思決定と関わるためである。プロダクト・ミックスの意思決定は複数の製

品を製造している企業が直面する問題の１つである。そのため，複数の製品を製造すると仮定

する本研究と数量競争は，今回の問題意識とは容易に切り離して考えることができず，本研究

では数量競争を仮定している。なお，実際に数量競争を仮定して分析している戦略的振替価格

研究も存在する（Arya & Mittendorf 2007; Gresik & Osmundsen 2008など）。

　続いて，各プレーヤーの利益について考える。企業 の事業部Ａの利益 と事業部Ｂの利益 

は

 
（1）

 （2）

となる。 は企業 の市場Ａでの販売価格， は企業 の市場Ｂでの販売価格である。事業部
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Ａが製造費用を負担し，製造した製品を事業部Ｂへ移転する形になっている。これは市場Ａに

両企業の工場があり，そこで製品を製造し，市場Ｂ向けの製品を市場Ａから市場Ｂへ移転して

いると解釈できる。また，製品製造の手番は両製品とも事業部Ｂの決定が済んだ後に生産され

るとし，販売量が決まり生産が開始されれば，必ずその販売量だけ生産される。加えて，企業

全体の利益は式（1）と（2）を足したものであり，本社はこれを最大にするように意思決定を行な 

う。

　さらに，各々の市場で販売する製品を製造するための限界費用を，それぞれ と とする。

なお，限界費用 と は全てのプレーヤー間で共有知識であるとする。そして本研究では交

差項 が結合原価を表現している。このとき は結合原価の係数を表わす。また， 

交差項の部分は同様の製造工程で製品を製造するときの費用を表わすが， や はそれ 

ぞれの市場に向けた製造費用で製品を製造する際の費用を表わす。すなわち，交差項では製品

の内容物を作る製造工程の費用を表わし，残りの項で各市場に向けた包装にかかる費用を表わ

している。

　本研究では，結合原価が存在するとき，両市場に同時に製品を提供することでより多くの費

用がかかると仮定している。結合原価は図１に示すように，複数の製品を製造する企業におい

て，同一の工程で各製品を製造している段階で発生する。つまり，この段階ではすべての製品

を製造しているといえる。たとえば，図１のように，３種類の製品を製造しているとする。こ

のとき，分離点以前の工程で，３つの製品をつくる材料を投入したとする。そうすると，各製

品は１つずつしか完成品にならず，投入した材料に対して完成する製品は限られてくる。その

ため，単一の製造工程のみで製造を行なっている場合に比べると，リードタイムなどの面か 

ら考えて無駄が生じている。つまり，無駄に費用がかかっているといえる。そのため，本研究 

では結合原価を とし，ほかの製造費用と分けて考える。

図１．結合原価の発生する工程

出所：谷（2012, 117）より抜粋
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　次に，企業 の企業全体の利益は

 
（3）

である。企業全体の利益は両市場の利益を合計したものであり，簡単化のためにそれ以外に収

入も費用もないものと仮定する。

　また，各市場での需要関数は

 
（4）

 （5）

とする。なお，これ以降 とする。価格 は各市場での企業 が設定する 

市場価格を表わしているが，利得関数と需要関数の対称性から企業 と企業 で違いがないの 

で， と書く。需要関数の切片が同じなのは，どちらかの市場が極 

端に魅力的になるのを避けるためである。本研究では各事業部長は市場で販売する数量を決定 

する。加えて，企業に生産の誘因をもたせるために ， ， とする。ま 

た，事業部Ｂに販売する誘因をもたせるために とする。

　なお，ここでは企業１と企業２で対称な利得関数を想定している。これは利得関数の非対称

性が，結果に影響することを取り除くためである。

３　分析

3.1　振替価格水準が外生的に与えられているケース
　設定したモデルの分析に入る前に，振替価格の内生的な決定による影響をわかりやすくする

ため，ベンチマーク・ケースを分析する。つまり， として振替価格水準が外生的に

与えられ，かつ両企業の振替価格が同一の場合を分析する。なお，証明はすべて補遺に記載する。

　最初に分析する は，企業内部の振替価格が特定の値により振替えられている場

合である（ は定数であり， ）。このケースで確認したいのは，結合原価が存在し，

両企業に対称な振替価格が外生的に与えられているとき，市場の住み分けが起こるのかという

ことである。

　振替価格水準が外生的に与えられているケースの意思決定手番は基本モデルとは異なる。こ

のときの手番は以下のとおり。

　1．企業１と企業２の事業部Ａの事業部長が数量 を決定する。

　2．企業１と企業２の事業部Ｂの事業部長が数量 を決定する。
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　このケースでは振替価格水準が外生的に与えられているため，本社は意思決定を行なわない。

また，基本モデルと同様に各プレーヤーは自身の意思決定の時点までに選択された戦略変数を

観察することができ，一度選択された戦略変数は実行されたものとして変更不可能である。

　ここでの各事業部長が直面する利得関数は次のとおり。企業 の事業部Ａの利益を ，事業

部Ｂの利益を とすると

 
（6）

 （7）

となる。これは式（1）と（2）に を代入したものである。各事業部長は式（6），（7）を最大に

するように意思決定を行なう。また，各市場において各事業部が直面する需要関数はそれぞれ

式（4）と（5）である。

　なお，本研究での住み分けの定義は「非対称均衡が起こっており，片方の最終製品市場のみ

で相手企業と比べて高い市場シェアを獲得している」ときである。すなわち，非対称均衡が存

在することを示す。均衡概念として部分ゲーム完全均衡を用いる。以上をもとに分析を行なう

と，次の補題を得る。

補題１．振替価格を として外生的に与えた場合，本研究の住み分けの定義を満た

さない。

　このとき，各事業部長は自事業部の利益のみで業績評価されているため，自事業部の利益を

最大にする行動をとる。各事業部長が自身の利益のみを考えて行動するとき，各市場で各事業

部は費用が対称な場合の数量競争に直面していると考えることができる。そのため，内点解で

各事業部が対称な戦略を選択することとなる。すなわち，振替価格水準が外生的に与えられて

いるとき，本社が各事業部長の勝手な行動をコントロールすることができないため，結合原価

に直面しながらも市場の住み分けを起こすことができなくなる。後の分析では，この場合と比

較して振替価格設定を内生的にした場合について考える。

　また，ここでは結合原価がない場合の分析は行なわない。 結合原価がないときは，各市場

において，各プレーヤーがほかの市場を気にせずに意思決定をするようになり，住み分けを引

き起こす誘因がなくなるのは明らかである。したがって，振替価格を用いたとしても企業が住

み分けを狙う必要がなくなる。このことから，結合原価がないときには振替価格を内生的に決

定できたとしても，市場の住み分けが起こらないのは自明である。
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3.2　基本モデルの分析
　続いて基本モデルの分析を行なう。そうすると，以下の命題を得ることができる。

命題１．振替価格の組 が

を満たすとき非対称均衡が存在し，両企業が異なる振替価格，数量を選択する。ただし，これ

が成り立つのは

が満たされている場合に限る。

　命題１は，両企業が住み分けを狙う戦略が均衡で選択されることを示している。結合原価に

より，同時に両市場での数量を増やす戦略をとると，費用の増分が収入の増分を上回ることが

ある。そのため，両企業とも片方の市場のみで数量を増やす戦略をとる誘因がある。ただし，

両企業が同じ市場で数量を増やしてしまうと，過剰供給になってしまい両企業とも利益が下が

る。そのため，振替価格をコミットメント・デバイスとしてどちらの企業がどちらの市場で数

量を増やすかを知らせることとなる。その結果，両市場間で振替価格を利用した住み分けが起

こる。振替価格の重要性は，補題1と比較することで読み取ることができる。以上から，本研

究では振替価格と結合原価の2つの要素を考えることで市場の住み分けが起こることを示して

いる。設定が対称であるにもかかわらず，この結果が得られるのは興味深い。

　この結果は，過去の研究では得ることができなかった重要な示唆を与える。つまり，振替価

格を内生的に決定することが，市場の住み分けを引き起こす可能性があると本研究の結果は示

唆している。このことから，本研究は実務に対して振替価格を慎重に選択することで，競争相

手との市場での競争を回避することができるとわかる。

４　むすび

　本研究は複数市場の間に結合原価をとおした関連性があるとき，振替価格を用いる企業の戦

略がどうなるかについて分析を行なった。その結果，各企業が市場の住み分けを狙った戦略を
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均衡で選択することを示した。振替価格と結合原価を考えることで，市場の住み分けが起こる

ロジックに新たな説明を加えている点が，本研究の貢献である。この結果は，結合原価を考慮

したことにより，同時に両市場での数量を変えると，費用と収入の変化の大きさが変わること

によって起こる。

　将来の研究として，本研究で示した非対称均衡のうち，どちらの非対称均衡がどういった場

合に起こるのかを分析する意味がある。ただし，この限界はゲーム理論の技術的な問題とも重

なる。本研究のように，複数均衡が起こることを示すのは意味のあることだが，実務に対して

具体的な示唆を与えることが困難である。そのため，どちらの非対称均衡がどういった場合に

起こるのかという分析が，今後求められる研究の１つであろう。

　加えて，振替価格を２種類に特定していることも本研究の重要な課題である。振替価格を連

続にしたとき，非対称均衡を特定するのは非常に困難である。振替価格を2種類に絞っている

ことが本研究の結果に対して影響を与えていることは言うまでもなく，将来の研究においてこ

れを克服する必要があるだろう。ただし，ここで行なった分析も基本モデルで述べたように，

企業の関心と合致しており意味のある分析といえる。

　また，本研究は意思決定の手番が逐次的な場合を分析している。たとえば，タイミング２と

３が同時に行なわれる場合を想定して分析することができる。そこで，タイミング２と３を同

時にし，振替価格を連続変数にして分析を行なったが，本研究で得られた結果は得られなかっ

た。これは，両企業の工場が市場Ａにあるという外生的な仮定により導かれると考えられる。

両企業の工場が市場Ａにあり，市場Ａでコストを負担すると，振替価格水準を非対称にしても，

どちらかの企業が両方の市場で有利になる。このことからどちらの企業も非対称な振替価格水

準を選択する誘因がなくなるため，本研究のような結果は起こらない。しかし，工場の立地も

内生化し，お互いの企業が相手とは違う市場に工場を立地させることができれば，競争を避け

るために振替価格を利用して市場の住み分けが起こるだろう。

　さらに，ゲーム理論を用いた研究での，結合原価の数学的な設定が本研究のものでよいのか

という問題もある。本研究では交差項が結合原価であるとしているが，ほかの設定で結合原価

と解釈することができるだろう。そのため，本研究は数学的に結合原価を解釈した研究のうち

の１つに過ぎないといえる。

　上記のような限界はあるが，本研究は過去の研究とは異なり結合原価を考慮した分析を行

なっており，意味のある研究だろう。そして過去の研究は結合原価の観点から市場の関連性を

分析していない。そのため戦略的振替価格操作の研究において抜け落ちている要素を分析し，

振替価格のもつ役割について指摘していることが，本研究の貢献である。

−81−



環太平洋圏経営研究　第20号

補遺

補題１の証明
　ここでは の場合を分析する。バックワード・インダクションにより部分ゲーム

完全均衡を特定する。まず第２段階で，企業 の事業部Ｂの事業部長が直面する最大化問題は

 
（A1）

となる。企業 の事業部Ｂの事業部長は，企業 の事業部Ｂの事業部長が決定する戦略 に対 

する最適反応関数を，１階の条件から求める。加えて，企業 の事業部Ｂの事業部長について

もこれを求め，連立して解くと第２段階での両企業の事業部Ｂの最適戦略

 （A2）

が得られる。

　次に第１段階での戦略を考える。このとき企業 の事業部Ａの事業部長が直面する最大化問

題は

 （A3）

となる。これから，企業 の事業部Ａの事業部長の，企業 の事業部Ａの事業部長が決定する 

戦略 に対する最適反応関数を求める。加えて，企業 の事業部Ａの事業部長についてもこれ 

を求め，連立して解くと第２段階での両企業の事業Ａの最適戦略は

 （A4）

となり，両企業の戦略が対称で，市場の住み分けはおこらない。（証明終）

命題１の証明
　命題１の証明を行なう。そのために，以下の４つの補題を示す。

補題２．第３段階での両企業の事業部Ｂの最適戦略は
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である。

補題３．第２段階での企業 の事業部Ａの最適戦略は

である。

補題４．振替価格 と が

のときに , , , は正になる。

補題５．第１段階において非対称均衡が起こるのは補題３に加えて

が成り立つときである。

補題２の証明
　まず補題２の証明を行なう。バックワード・インダクションを用いて解く。第３段階では，

企業 の事業部Ｂは目的関数

 
（A5）

を最大にするように数量 を決定する。このことから企業 の市場Ｂの販売事業部の最適反 

応関数は

 （A6）

となる。企業 の事業部Ｂについてもこれを求め，連立して解くと第３段階の最適戦略として

 （A7）
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が得られる。（証明終）

補題３の証明
　第２段階について考える。第２段階における企業 の事業部Ａの事業部長の目的関数は，式

（A7）を用いて表わすと，

 （A8）

となる。これを について微分して１階の条件を求めると，企業 の企業 の戦略に対する最 

適反応関数がわかる。次に，企業 の最適反応関数も同様にして求める。そして両企業の最適

反応関数を連立して企業 の事業部Ａの事業部長の第２段階における戦略求めると

 （A9）

となる。（証明終）

補題４の証明
　ここでは式（A7）で表わされる市場Ｂでの販売量と，式（A9）で表わされる市場Ａでの販売量，

両市場での市場価格が正になる条件を考える。式（A7）から，最も が小さくなるのは 

のときである。最も小さいときに正なら，それ以外の場合
もすべて正になるため，これが正になる条件を考える。式（A7）に を代入した

値が正になる条件を考えると，

 （A10）

となる。

　次に，式（A9）から，最も が小さくなるのは のとき

である。このことから，（A9）式に を代入した値が正になる範囲を考えると，

 （A11）

となる。

　次に，両市場での価格が正になる状況を考える。市場Ｂでの市場価格は

 （A12）
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であるため，どのような に対しても正になる。さらに，市場Ａでの市場価格は

 （A13）

である。これが正になる条件は

 （A14）

である。これが最も満たされにくくなるのは のときである。したがって，式 

（A14）に を代入して整理すると

 （A15）

となる。式（A15）が満たされていれば，市場Ａでの価格 は必ず正になる。式（A15）をさらに

整理すると

 （A16）

となる。式（A16）の右辺は かつ なので必ず１よりも大きい。この事実と と

いう仮定から，どのような でも式（A16）は満たされる。したがって，どのような振替価格

でも市場Ａ，市場Ｂにおける価格は必ず正になる。

　ここまでから , , , 

がすべて満たされれば，第１段階でどのような と が選ばれても , , , が正となる。 

（証明終）

補題５の証明
　第１段階を考える。第１段階では両企業が同時に振替価格水準を決定する。第１段階で両企

業の本社が，振替価格水準の意思決定を行なった場合のナッシュ均衡を求める。このゲームの

結果は以下のような利得表で表わされる。

表１．各企業の戦略と利得の組み合わせ

 1  2    

 Π1  , Π2  Π1  , Π2  

 Π1  , Π2  Π1  , Π2  
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ただし，

 （A17）

である。これらは，２種類の振替価格水準 と から両企業がそれぞれ選択した場合の利得

となっている。また，企業 の全体の利益は

 
（A18）

である。これにここまでで求めた価格と数量を代入すると

 （A19）

となる。このことから のときの企業 の利益は

 
（A20）

となる。また， のときの企業 の利得は

 
（A21）

となる。次に第１段階で選択する戦略が非対称なときを考えると のとき

 （A22）

 （A23）

のとき
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（A24）

 （A25）

となる。求めた利益を用いて第１段階のナッシュ均衡を考える。そのために企業１の相手の

行動に対する最適反応を求める。両企業の利得関数の対称性から，企業１の戦略を考えるだ

けで企業２の最適反応戦略を特定することが可能である。すなわち，式（A17）が表わすように 

であり， であるため，企業１の利得関数で考えた相手企業の戦略に対す

る最適反応戦略はそのまま，企業２の最適反応戦略としてみなすことができる。したがって，

ここでは企業１の最適反応戦略のみを考える。まず，相手の戦略 を所与とした場合の最適

反応戦略について考える。相手の戦略 を所与とし，自分が を選んだ場合の利益と を選

んだときの利益を比較すると

 （A26）

である。このとき， なので  

であれば全体が正になり，これらが満たされるとき，企業１は を選択するのが

最適反応戦略となる。また，利得関数の対称性から，企業２も相手企業の には を選択す

るのが最適反応戦略となる。

　次に，相手の戦略 を所与とした場合の最適反応戦略について考える。相手の戦略 を所与

とし，自分が を選んだ場合の利得と を選んだときの利得を比較する。そうすると

 （A27）

となる。このとき， なので  

のときに全体は正になり，企業１は を選択するのが最適反応戦略となる。ま 

た，利得関数の対称性から企業２も相手企業の に対して， を選択するのが最適反応戦略と

なる。
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　以上から， と  

が同時に満たされているときに，

両企業の最適反応戦略は相手企業の に対して ，相手企業の に対して となる。以上の

ことから，補題４で求めた条件に加えて，  

と， が

同時に満たされているとき，均衡における各プレーヤーの戦略変数は内点解となり，第１段階

で非対称なナッシュ均衡がおこる。（証明終）

命題１の証明
　補題４と補題５を同時に満たすパラメータ範囲が存在するかについて考えることで，ここで

は非対称均衡の存在を示す。数量と価格が正になる条件と非対称均衡の条件から の項以外

を右辺に移行すると を の関数として書くことができる。これを用いてグラフを書く。数

量と価格が正になる条件が満たされ非対称均衡が存在するように書くと，以下の図２のように

なる。

図２．各変数の非負条件と非対称均衡の存在の関係

　この図の斜線部が，数量と価格が正になる条件が満たされ非対称均衡が存在する範囲である。

この斜線部が存在するときに，両企業が第１段階で非対称な振替価格を選択する。図２の斜線

部が存在するような条件を考える。数量と価格が正になる条件が満たされるための条件につい

て考えると，
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（A28）

が満たされていればよい。この条件が満たされている下で，非対称均衡が起こる条件について

切片を用いて考えると

 
（A29）

 （A30）

の２つが同時に満たされていればよい。式（A30）より

 （A31）

であればよい（ は という仮定から，条件として不適切である）。また，式 

（A28）から

 
（A32）

となる。式（A31）と（A32）を同時に満たす が存在する の範囲を考えると

 （A33）

である必要がある。次に，式（A29）を満たす の範囲を考えると

 
（A34）

となる。式（A31）と（A33）を満たしつつ，式（A34）を満たす の範囲を求める。そうすると

 （A35）

が満たされていれば，少なくとも式（A28）～（A30）を同時に満たす範囲は存在する。これを整

理すると，式（A32）と（A34）から
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（A36）

となる。

　以上から，式（A31），（A33），（A36）が同時に満たされていると，図１の位置関係となり内点

解で非対称均衡が選ばれる。以上から，ここまでの条件がすべて満たされていると，本研究の

市場の住み分けの定義を満たす。（証明終）
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